










































































































日本学術会議だより 紛．7
・--------・―---

「脳死に関する見解」採択される

一医療技術と人間の生命特別委員会報告一

昭和62年11月日本学術会議広報委員会

6回 目）を開催しました。 今回の 「日

本学術会議だよリ 」 では、今総会で採択された勧告を中心として，lu]総 会の議ポ内容を お知 らせします。 本会

議の第13期も、余すところ 9か月となり 、 各委員会は， 期の活動の取りまとめに向けて一 附活発に薔議を進め

ています。

）））））））））））））））））））））））））））））））））））））））））） 

総 会報告

総会、第 l11 I Iク） ‘I前中には，会長か らの経過報；に各部・

各委li会報古に続き ，勧告 ・対外報釘守 4つか提’朱さil、

その うちの 2件がu[ilとさilfふ そのばかの 2件に関し ては，

l,i] iiぅ1し、第 2I l t lの'I | Iに 1

件が，第 3ll l Iの午前中に 1件力：．u［決された。

なわ＼総会iiijIlの20I」午前には堪合部会が開催さ1L． こ

れらの案件の J可脂的な説明、質疑が行われた。 また第 211 

i l午後には 「食櫂生I産と環境」についての 自山討議 （詳細

別掲）か、第 311 

聞催された。

第 1fl ti午前。 まず、利恨川進氏のノーペル't理学 ・阪

惰貨受貸に対しf:I本学術会議第103回総会の名におし、 て況

逍を用することか提案さil、全ii致で叩）とさilfこ。

次に日本学術会議の行 う国際学術交流事党の実施に関す

る内規の ・・部改正につし、ての提案かなされ． これも賛成多

数で 叶決された。この改正は第14期の ‘li初 3カ・月間にお

ける、国際学会への研速委iiの代表派遣につし、て，必要な

経過措置を講ずるも のであ る。

続いて，高齢化社会特別委員会提案の「 日本高齢社会総

合研究セ ンター (f反称）の設立について 」（勧告）（詳細別

掲）の提案説明と質疑応答が行われた。 さらに、 1矢療技術

と人間の生命特別委員会報告 「脳死に関する見解」 を 「11

本学術会議の運営の細則に関する内規」に定める対外 「報

告 」 として認めることに関する提案か行われた。 これは1,i]
特別委員会かその発足以米 2年間にわた って審議を重ねて

きたものであリ ，前回 4月の総会では討論の過程でさらに

検討する必要かあるとして同特委により取り下げられたも

のである。その後委員定数を増加するなどして審議を里

ね，今総会に再度提案されたものであるが．批判的意見を

背後に含む多くの質問か出された。

第 2[J目午前。前H提案された 「I:]本高齢社会総合研究

センター （仮称）の設立について」 （勧告）か、賛成多数で

採択され， 直ちに内閣総理大臣始め関係諸機関等に送付 さ

れた。同じく前日提案の「脳死に関する見解」は，前日 の

部会審議で異論が続出したため，抜本的に書き改められた

ものが提案されたか， なおし 、＜つかの疑問か示され，採決

には至らなかった。

第 3日目午前。再度修正された「脳死に関する見解」か

提案さ れた。国民的合意の形成、 医学界における少数意見

の 存在などに関して，なお理解の不 一致があり，質問討論

か行われた。これら若下の点に関する討論者間の相互r解
を迷げた後、数名の発言者から再度の修正を経ることによ

って本報告は煤な ー） た専門分野のし、すれから みて もおおむ

ね満足できるも のにな った｀ ‘ii初に危惧 した、1・間が除かilた、

などの意見か述べ らilた。 こうして多少のHII折はあ ったか、

最後に本提案がぱは全員・一致で採択された。（ 見解の内容は

別瑣参照）

日本高齢社会総合研究センター（仮称）
の設立について（勧告）
急速な嵩齢社会への移行という厳しし、問題をまえにして，

日本学術会議は既に昭和55年 (1980年）11月 1Ii「国立老

化 ・老年病セ ンター （仮称）の設立について」の勧告を内

閣総理大臣あてに行った。 しかし現在にあ っては， さらに

これに加えて，高齢社会をめ ぐる新しい理論的研究と政策

開発の推進か緊急の課題とな っている。そこ で， このよう

な課題を解決するために， 日本学術会議はド記構想のごと

き 「H本高齢社会総合研究セ ンター （仮称）」の設立をここ

に勧告するも のである。 この研究センタ ーは、「老化・老年

柄センタ ー」 と緊密な連携を保ちつつ，高齢社会・高齢層・

邸齢者問題の総合研究を目指す，人文・社会科学中心の全

国的なネ ッ トワー ク型の研究セ ンターである。

「H本高齢社会総合研究センター」 （仮称）の構想

「日本高齢社会総合研究セ ンター法 （仮称）」という法律

に梧つ く独立性の高い法人とし、国の出責による基金を基

礎とし て設 立される。 なお，所管官庁の選定に当た っては、

21世紀の重要な国民的課題たる高齢者政策の総合性を考え，

特定の行政分野に偏ることな く，全行政分野か連携を保ち

得るよ うな所管の在り方か望まれる。

総合研究セ ンターの運営は以下のように行う。

(1)本研究セ ンターは，国の出資による碁金を基礎として

設立されるか． さらにまた一般寄付，並びに研究受託費を

加えて，弾力的に運営されるところの公的で全国的なネ ッ

トワーク型の研究セ ンターとする。 (2)本研究セ ンターの運

営を統括する理事会を構成する理事の半数は研究者をも っ

て充てる。 (3)研究課題の選択は，関連学会 （例えば， 日本

学術会議の選定による）から推挙され， 一定の任期をもつ

30名前後の「研究評議員会」で行うことによ って研究の総

合性を図 るとともに，また研究評価 をも行う。 (4)専任研究

員制度 （一定の任期を設ける ）を置き ．それにより総合研

究センターの研究の組織化並びに相互調整を行う。各プロ

ジェク ト毎に専任研究員を中心に流動研究員 （客員研究員．

出向研究員等）やその他の研究者を募ってこれに加え，常

時300名程度の研究者が活動している状態か望ましい。（詳

細は． 日本学術会議月報11月号を参照されたい。）
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脳死に関する見解

ー医療技術と人間の生命特別委員会報告一

最近の医療技術の発展に伴って生じてきた人間の生命と

その尊厳にかかわる諸問題のうち特に脳死の問題は末期医

療，臓器移植等をめ ぐっ て大きな社会的問題とな っている。

医療の現場では脳死の状態に陥 った多くの患者をめ ぐっ て，

H夜その家族や医師か苦悩に満ちた対応を迫られつつある。

脳死の問題は，必ずしも心臓や肝臓などの臓器移植との関

連においてだけでな く，むしろ現実的には多〈の場合、末

期医療の現場において深刻化 している。このような現状に

かんかみ，脳死にかかわる諸問題を様々の角度から十分に

議論し，問題の所在を考察して、その解決への展望を示し

たものである。これか本特別委貝会の今回の報告である。

本報告は脳死を医学的に．法的にそして心理的，倫理的

及ぴ社会的側面から考察した。 全脳の機能か不可逆的に喪

失した状態と定義される脳死は，医学的にみて個体の死を

意味する。これは第 7部会員の・一致した意見であり ，医学

界の大勢と判断されるか，医学界の中にも少数ながら疑義

を持つ者もある。脳死を人の死と認めるか否かについては，

法律的にはこれを肯定、否定する見解か対立している。否

定している場合にも脳死にな った際．人工呼吸器を外して

はならないということでな く，事情によ っては違法性阻却

ないし、責任阻却事由かあり得ることまで否定するも ので

な1.,ヽ。

人の死は単なる医学的現象ではな く，その人の人格．社

会的存在にもかかわるものである。したかってその取扱い

については，本人の生前の意思，家族の感情，一般的倫理

観、習俗，社会的I貫習等を尊重しなければならない。しか

し脳死をめぐ っては三徴候に基づく 伝統的な死の概念にと

らわれることな く，深刻化している医療の現状に対処して

新しい死の概念の確立に努めるぺ きであろう 。 このため関

係方面において脳死をめぐる諸問題か検討され，速やかな

解決への展望か開かれることを希望する。

以上の見解を第103回総会の承認を得て対外報告として

これを公表することとした．o

（詳細は， 日本学術会議月報11月号を参照されたい。）

自由討議ー食糧生産と環境一

この自由討議は， 今期設置された「生物資源 ・食糧と環

境特別委員会」のメン バーか主 となり ，個人の立場で，食

糧生産と環境の問題について意見を発表したものである。

会長近藤次郎（食糧に対する環境からのアプローチ）、第 6

部，生物資源特委委員長阪本楠彦 （食糧問題の展望），第 6

部 （以下すべて特委委貝）武田友四郎 （環境変化が農業生

態系に及ぽす影評），第 5部岩佐義朗 （水資源の立場から）

の各会員がそれぞれに付記したサプテーマについて問題を

提起した。これに続いて第 3部大石嘉一郎 （経済学の立場

から），第 1部石川栄吉 （数員主義の反省）、第 6部水間豊

（畜産学の立場から），第 2部及川伸 （食糧管理制度につい

て）．第 6部福場博保（栄養面から見た食糧資源開発問

題），第 1部水津一朗 （歴史地理学の立場から），第 7部小

泉明（人口と食糧・環境）の各会員から関連発言があり ，

質疑応答か行われた。

1973~81年頃のいわゆる“世界食糧危機＂は既 に去り，

今や食糧の輸出競争か激化している。し かしア フ リカ等の

飢餓問題が解消したわけでは決し てないし，開発途上国の

所得増から来る食糧需要は決して楽観を許さない。まるで，

栄蓑過剰の大国に “追いつき、追い越そう ＂ としているか

のよう でさえ ある。

生産の面でも，自然の節理を無視した増産が進められて

いる。森や山に住む神々への迷信的な怖れを失った後自

然破壊に対してかけるぺき有効な抑制力を，人類はま だ見

出せずにいる。破壊された自然の復旧 （砂漠の緑化な ど）

もまだほとんどできないままである。（この 自由討議は日 学

双害5刊として出版されます。）

日本学術会議月報

日本学術会議は，その日常的な活動の状況を科学者や学

術研究団体を始め関係諸機関 ・団体等に広く理解してもら

うため、 毎月 1回，「日本学術会議月報」 (B 6 ~12 

ページ） を発行し．無料で配布している。

その内容は．総会の決定事項、運営審議会の審議事項，

研究連絡委員会の開催状況，関係学術研究団体と共同主催

する国際会議の開催状況後援する国際会議及び研究連絡

委員会等か主催するシ ンポジウム ・講演会のお知らせ等を

中心として、その折々のトピ ック事項を掲載している。ま

た，会員の随筆なども取 I)入れ．なるぺく読み易い紙面と

なるよう努めている。

現在．当「月報」を送付している機関 ・団体等は，次の

とおりである。

大学 ・短期大学．関係国 ・公 ・私立研究機関．

公立図書館．関係省庁，関係報道機関， 日本学術

会議広報協力学術団体＊等

＊ 本会議活動の周知を図るとともに．各学術研究分

野との緊密な連絡 ・協力関係を維持 ・強化するため，

本会議の広報活動に協力してもらう学 ・協会

第14期日本学術会議会員選出の
ための登録学術研究団体の概況

本会議では．現在第14期（昭和63年 7月22日～昭和66年

7月21日）会員 （定員210人）選出のための手続きか進めら

れているか，先頃 6月末日を締切期限として．学術研究団

体からの登録申請か受け付けられた。その後日本学術会議

会員推薦管理会で審査か行われたか、結果は次のとおりで

あった。

学術研究団体の登録申請の審査結果

申請団体数……...…900団体

＊ 日本学術 会議会貝推薦管理会が登録した836団体

名は「日本学術会議月報」 11月号に揚載されるので．

ご参照願しヽ たい。

日学双書「高度情報社会の展望と課題」

日本学術会議第101回総会における自由討議「高度情報社

会の展望と課題」の記録及び「高度情報社会特別委員会」

のヒア リングを編集し，日学双書 No.3として刊行されま

した。

日学双書 No.3 「高度情報社会の展望と課題」

1部 1,000円 （送料250円）

（問い合わせ先）

〒106東京都港区西麻布 3-24-20

交通安全教育セ ンター内

帥日本学術協力財団

郵便振替

（口座番号）東京 4-27458 

倶り日本学術協力財団あて

多数の学術研究団体の御協力により， 「日本学術会

議だより」を掲載していただくことができ，ありがと

うござい ます。

までお寄せください。

〒106 港区六本木 7-22-34

日本学術会議広報委員会

（日本学術会議事務局庶務課）

電話 03 (403) 6291 
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公開講演会開催さる

昭和63年2月 日本学術会議広報委員会

日本学術会議では，学術の成果を広 く国民生活に反映浸透させるという日本学術会議法の主旨に沿うため，

公開講演会を開催していますか，今回の「日本学術会議だより」では，昨年11月に開催した 2つの公開講演会

の講演内容を 中心と して，本会議の国際的活動の概要等についてお知らせします。

公開講演会「ハイテクと人類の将来」

昭和62年度第 1回目の公開講演会は，「ハイテクと 人類の

将来」という主題の基に， 11月21日，京都市の日本イタリ

ア京都会館ホールで開催された。

最初に，近藤次郎本会議会長 （経営工学）か，「誰が科学

の進歩を停められるか一心臓移植から SDIまで一」と題し

て，まず，人口の増加によ って示される人類の発展か科学

の発展に支えられてきたことをあげた。 一方では， 日航機

の墜落事故， TMIやチェルノプイ リの原発事故，スペース

シャ トル爆発事故などにより多くの人命か失われたことを

述べた。心臓移植などの生命科学の進歩か高度医療技術の

倫理問題に関心を集め， SDI構想か宇宙の平和利用に新し

い問題を提起しているなどを指摘した。そして，これか ら

の科学 ・技術の発達には，人文 ・社会科学と自然科学の調

和を図ること か大切であることを強調した。

次いで，関寛治本会議第 2部会員 （政治学，立命館大学

教授）は，「ハイテク時代の学術ネ ットワークと平和の条件」

と題して，新しい先端的な科学技術か実際に応用可能とな

ってきたことに伴い，ハイテクを駆使した C&Cとい うネ

ットワー クが世界的に可能となり，複雑なネ ソトワークか

ら成る世界政治の構造に大きな変化をもたらしつつあるこ

とを指摘した。そして，このような状況を踏まえて，国家

という壁を解決していかなくてはならないこと，そのため

には， トロ ン的発想のコンピュータシステムを基礎として

学術情報システムのより自由な地球的規模の再編成を行え

るようにすること，人間間ネ ットワークの高次化による国

の外交政策の在り方の再検討をすることも重要であること

を強調した。

最後に，島袋嘉昌本会議第 3部会員 （経営学，東洋大学

教授）は，「人間と高度科学技術との調和」と題して，“高

度科学技術の粋を集めた航空機＂の事故を取り上げて，そ

の大部分は人為 ミスであることを指摘し，このような事故

は，人間と高度科学技術の接点で， 何らかのそごが生じて

起きるものであることを指摘 した。そして，現在人間 と高

度科学技術とをいかにマネージしていくかについて，十分

な科学的分析と管理的配慮かなされていない。その最大の

問題点は生命尊厳を基にした経営哲学の欠落であると指摘

した上で，人間と高度科学技術との調和を可能にする総合

科学の重要性を強調した。

公開講演会「情報化と国際化」

昭和62年度第 2回目の公開講演会「情報化と国際化」が，

11月28日， 本会議講堂で開催され， 各界各層より多数が聴

講し、成功裡に終了した。

講演は， 3人の演者による講演とそれに関連する質疑応

答が行われた。

まず最初に，猪瀬博本会議第 5部会員 （情報工学，学術

情報センター所長）か「情報技術と国際化」と題して，情

報技術の急速な発展にふれ，歴史上未曽有の規模で産業構

造転換を促し，世界の人々に革命的ともいえる意思疎通の

手段を提供した情報技術は、また一方で情報の氾濫を引き

起こし、貿易摩擦，雇用不安，情報の地域間格差，文化の

画ー化など多様な国際問題を発生させてもいると指摘した。

コミュニケーションは，情報提供者と情報の受け手とのバ

ランスが何より不可欠であるとし，それらを 1)情報流通

の問題， 2)先端技術開発の問題， 3)雇用の問題， 4) 

文化の問題に分顆し，スライドを交えて意見を述べた。

次に，竹内啓第 3部会員 （経済統計学，東京大学教授）

が「情報化時代の国際政治・経済」と題して，国際的な情

報流通を取り上げ，ますます大量にかつ急速に行われるよ

うになる，その影饗として経済 ・文化等が国際化から世界

化・地球化 （グローバル化）される傾向にある今日，一方

では政治における国家主義，民族主義との矛盾か激化する

であろうと指摘した。これからの国際的力関係は，情報カ

の量か大き〈 関係してくると考えられると意見を述べた。

情報化は世界を一つにする基盤を与えることができるが，

それには各国の協調が不可欠の条件であるとし， 21世紀中

頃には国境・国籍を意識しない望ましい時代がくるように

なるかもしれない， と結んだ。

最後に，宇野政雄第 3部会員（商学，早稲田大学教授）

か，「企業の情報化と国際化」と題して，企業も個人と同様

に真剣に情報化と国際化について考え，生き残るために取

り組んでいることを，身近なコ ンビニエンス ・ス トアやク

レジ ット （信販）会社を例にとり，具体的にわかりやす〈

解説した。昨今C.I. （コーポレートアイデンティティ）
戦略か企業の経営戦略としてクローズア ップされているが，

どういう情報 （ハード）を，どのように活用（ソフト ）す

るのかが， 一番の課題であると力説した。

（なお，これらの講演会の講演内容は， 日学双書として，

帥日本学術協力財団か ら出版されます。）
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二国間学術交流

本会議は，諸外国における学術研究の動向及び現状を把

握するとともに、学術研究に関する基本的，全般的事項に

ついて相手国の科学者等と意見を交換することにより ，我

か国の学術研究の整合的な発展に寄与することを目的とし

て，昭和58年度から毎年 2か国へ代表団を派遣している。

今までに，アメリカ合衆国，マレーシア， ドイツ連邦共和

国，インドネシア共和国， スウェーデン王国，タイ王国，

フランス共和国，大韓民国へ派遣したが，今年度は，11月

7日から15f3まで連合王国へ，12月1日から 5日までシン

ガポール共和国へ，それぞれ会長または副会長以下 7名の

会員を派遣した。

日本学術会議第13期は，「学術研究の国際性重視と国際的

視野の確立」をその活動の重要な柱の — •つとしておリ，今

回もその観点から交流を行った。

連合王国については，「連合王国の経済停滞とその対策」

「産業革命以降の連合王国における基礎科学及び応用科学

の発展」「日英のアカデミックな協力はどうあるべきか」の

三つのテーマについて，行政機関，研究所，大学等を訪問

し，情報交換を行い， さらにその方面の科学者と意見交換

会を行った。

シンガポールについては，「今後のアジア ・太平洋圏の科

学協力における日本の役割」をテーマに行政機関，研究所，

大学等を訪問し，情報交換を行い， さらにその方面の科学

者と意見交換会を行った。

今回の成果は，代表団訪問時だけのものではなく ，訪問

国との今後の継続的な交流，緊密な情報 ・資料の交換， 日

本学術会議と訪問国関係各諸機関との相互理解の促進 ・緊

密化等の形で表れてくるものであり 、これらの成果は，我

か国の学術研究の国際交流 ・協力の基本姿勢及びその抜本

的充実方策を検討する場合の大きな資料として役立つもの

と期待される。

日本学術会議の国際的活動

本会議は，先に述べた二国間学術交流のはか，次のよう

な国際活動を行っている。

国際学術団体加入

本会議は，多くの国際学術団体に加入し，密接な協力を

保ち，国際的な学術の発展に努めている。昭和62年度現在，

本会議が分担金を支払って加入している国際学術団体は，

国際学術連合会議（ICSu)、国際社会科学団体連盟

(IFSSO)等43団体である。

学術関係国際会議の開催，後援

わが国の多数の科学者か世界各国を代表する関係科学者

と接し，最近の研究情報を交換し，わが国の科学の向上発

達を図り，行政，産業および国民生活に科学を反映浸透さ

せることを目的として，昭和28年以降毎年おおむね 4件の

学術関係国際会議を学・協会と共同主催している。昭和62

年度は， 1)第6回ケムローン世界会議， 2)第18回低温

物理学国際会議， 3)法哲学・社会哲学国際学会連合第13

本会議から代表を派遣している。

国際協力事業

本会議は，国際学術連合会議（ICSU)と世界気象機関

(WMO)が行う「気候変動国際研究計画」 (WCRP)等の

国際共同 ・協力事業に協力するため，国内の実施計画の立

案 ・調整を行うとともに関係研究者間の研究連絡，交流の

促進を図っている。

学術文献収集

本会議は，国際学術団体及び各国の学術研究機関等から，

継続的に約1900種の刊行物を受入れ，資料の有効利用を図

っている。

生命科学と生命工学特別委員会中間報告
一生命科学の研究と教育の推進方策について一

現在、生命科学に対する関心は社会全体に拡かっておリ，

生命科学の推進のためのいろいろな活動か国，民間， 学界

などそれぞれの立場で行われつつある。このような時に、

生命科学と生命工学特別委員会としては、広い視野に立っ

て学問分野を横断的に とらえて，生命科学の推進方策につ

いて以下要約のごとき具体的提言を行い，各方面の意見を

聴取することは非常に重要であリ 、時機を得たものである

と考える。

〔要約〕

広い視野から生命科学の研究と教育の推進の方策を討

議し、提案し、時に応して企画，実行する組織として，

生命科学研究教育推進会議 （仮称）を設置すること。そ

して，この会議の事業の 一つとして，まず生命科学研修

コース開催のための機構をつくり ，各種の研修コースを

実施することか緊急に必要である。

登録学術研究団体等との連絡協議会

本会議は，本会議活動の周知を図リ、学術研究団体との

連絡 ・協力関係を維持 ・強化するための活動の一環である

登録学術研究団体等と の連絡協議会の第 2回目を， 12月7

日に，東日本の団体を対象にして本会議講堂で， 12月11日

に，西日本の団体を対象にして大阪ガーテンパレスで，そ

れぞれ開催した。

今回の連絡協議会ては，最初に，近藤次郎会長から，本

会議の職務 ・権限や組織 ・構成な どの説明の後，最近の活

動として，去る10月の第103回総会で採択された勧告等の内

容紹介などか行われた。

続いて，事務局から，現在進められている第14期会員推

薦手続について，特に近々各登録学術研究団体に依頼され

る予定の「会員の候補者」の選定と「推薦人 （予備者を含

む。）」の指名に関する届出の手続を中心に詳しい説明か行

われた。この説明については，多くの出席者からその手続

の詳細をただす質問か出された。

なお，出席者数は，12月7日は， 339団体339名，12月11

日は， 58団体58名であ った。

回世界会議 4) 第6回国際会計教育会議の 4つを共同主 「―•一—――_..---—ー··ニ--ーニーニーニーニ_ニ-- ..--- - ··-------;;;:•ニーニーニ――_..---------··---—_..--------—-7

催し，昭和63年度は， 1)国際家族法学会第 6回世界会議， 多数の学術研究団体の御協力によリ， 「日本学術会

2)第9回世界地震工学会議 3) 第8回国際内分泌学会 ！議だより」を掲載していただくことかでき ，ありかとi

議 4)第5回国際植物病理学会議の 4つを共同主催する ！ ぅございます。
！ なお，御意見 • お問い合わせ等がありましたら下記こととしている。

以上の国際会議のほか，毎年15件前後の国際会議（国内

開催）を後援している。

代表派遣

！までお寄せ ください。l 〒106 港区六本木 7-22-34
日本学術会議広報委員会

！ （日本学術会議事務局庶務課）

！ 電話 03 (403) 6291 
世界各地で開催される学術関係国際会議にわが国の学術

の状況を反映させ， さらに国際学術協力に寄与するため， L—-tI-·ュ盲←言ユ盲ー冨ーー·言一言一言一言9
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日本環境変異原学会昭和63~64年度評議員名簿

日本環境変異原学会会則

第 1条 本会は日本環境変巽1点学会(TheEnviron-

mental Mutagen Society of Japan)と称

する。

第2条 本会は人間環境における突然変巽原，と

くに公衆の健康に屯大な関係を打する突

然変異原の研究を推進することを日的と

する。

第 3条 本会の会員は，正会員および賛助会員と

する。」F会員は本会の趣旨に賢Inlし，環

境変巽原の研究に必要な知識と経験を有

し，定められた会費を納人した者，贄助

会員はこの学会の1i業を後援し，）とめら
れた会役を納人した個人または法人とす

る。

第 4条 本会に人会を希叩するものは． 1名以_r.
の評議員の推せん内とともに所疋の申込

内に記人のに本会＇ド務所に申込むもの

とする。

第 5条 会員は毎年会役を納人しなければならな

い。次年度の年会費の額は評議員会にお

いて審議し総会において定める。

第 6条 本会はその目的を達成するために次のにド

業を行う。

l 年 1I 1!]大会を開催し，学術上の研究

成果の発表および知識の交換を行う。

2. 奨励賞を設け，環境変異原の分野で

すぐれた研究を行い，将来の成果が期

待される研究者（原則として会員）に

授与する。

3. Mutation Research誌の特別巻を特

価で購人配布する。

4. 国際環境変異原学会連合に加入し，

国際協力に必要な活動を行う。

5. その他本会の目的を達成するために

必要な活動を行う。

第7条 本会に次のとおり役員および評議員を置

く。

会 長］名 庶務幹事］名

会計幹事 ］名，国際交流幹＊ 1名，

編集幹事 1名．会計監査 2名．ぉ

よび評議員若干名。

評議員は正会員の投祟により選ふ。

会長は評議員の互選によって定める。

庶務幹哨会計幹事．国際交流幹事．編

集幹巾および会計監否は会長が委嘱する。

この他会長は必要な場合には会員の中よ

り若干名を指名し総会の承諾を得て．評

議員に加えることができる。

役員および評議員の任期は 2年とする。

役員がIri]じ任務に引続いて就任する場合

には 2期をもって限度とする。

第 8条 評議員会は会員を代表し．事業計画．経

費の収支，予算決算およびその他の重要

直項について審議する。

第 9条 本会は年 1回総会を開く。

総会において会則の改廃制定．予算 ・決

算の承晶その他評議員会において審議

した重要事項の承認を行う。

第10条 本会の事務執行機関は会長および4名の

幹事をも って構成する。

会長は執行機関の長となり．また本会を

代表する。

第11条 本会の事務は暦年による。

第12条 本会に名誉会員をおく。

附記

］． 本会則は昭和61年 1月 1日より施行する。

2. 本会は事務所を

静岡県三島市谷田1,111番地に置く。

3. 正会員および賛助会員の会費はそれぞれ

年額 3,000円および1口20,000円とする。

ただし． Mut.a tion Research誌の特別巻

の配布を希望するものは．会費の他に別

途定める購読料を本会へ前納するものと

する。

氏名

基

道
直

館石

乾

大西

加藤

菊池

黒木

黒田

近藤

成

基

夫

志

克

隆

康

登

行

宗

昭

平

夫

人

秋

徹

康

彦

雄

宏

清

寛

子

哉

郎

衛

正

義

茂

弘

泰

俊

奈

彦

次

邦

木

尼

岡

美

泰

々

家

藤

谷

田

須

父

ノ

川

盤

尾

岡

津

島

川

佐

定

佐

渋

島

白

祖

田

土

常

長

西

早

松

吉

所属

国立衛生試験所

日本たばこ産業（株）生物実験センター

徳島大学医学部

慶応大学医学部

武田薬品工業（株）中央研究所

東京大学医科学研究所

国立遺伝学研究所

近畿大学原子力研究所

京都大学放射線生物研究センター

国立遺伝学研究所

富山県衛生研究所

（財）食品薬品安全センター秦野研究所

第一製薬（株）中央研究所

（財）残留農薬研究所

国立衛生試験所

国立がんセンター研究所

国立遺伝学研究所

福岡県衛生公害センター

国立がんセンター研究所

同志社大学工学部

岡山大学薬学部

東京大学医科学研究所

三菱化成工業（株）総合研究所

（五十音順）
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日本環境変異原学会入会申込書

昭和年月日

日本環境変異原学会長 殿

貴学会に入会いたしたく評議員の推腹を添えて申し込みます。

フ リ ガナ

氏 名 R 

ローマ字つづり

生年月日，性別 年 月 日 I 男 女

（和）

所属機関

部局

（英）
職名

〒 電話 内線

（和）

所属機関

所在地
（英）

〒 電話

自宅 （和）

住所

（英）

会誌送付先 ① 所属機関 ②自 宅

学 邑子 部 学部学校名 卒業年次 年

歴 大学院 課程学校名 修了年次 年

A 子 位 取得年 年

研究領域 （下記にあてはまる項の 2, 3を0で囲んでください）

1.変異原 2.検出系 3. 毒 性 4. 発生異常 5.汚 染

6. 疫 ー子ソ▼ 7.遺 伝 8.が ん 9.微生物 10. 高等動物

11.高等植物 12. 食 品 13. 気体・粉じん 14.医薬品 15.農 薬

16. 代 謝 17.分子機構 18. その他（ ） 

研 究 歴（現在行っている研究の動向や興味の点について数行記入のこと）

加入学会名（本学会以外の）

推薦者（日本環境変異原学会評議員）

氏名（署名） R
 

入会申込者との関係（数行ご記入ください）
I
 

＇ 

- llo― 
- lll -
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日本環境変異原学会奨励賞受賞者

第 1回昭和54年度

長尾美奈子 「食品の変異因子に関する研究」

第2回昭和55年度

石館 基

常盤 寛

第 3回昭和56年度

賀田恒夫

第4回昭和57年度

松島泰次郎

早津彦哉

第5回昭和58年度

葛西 宏

第6回昭和59年度

「環境変異原及び癌原物質の染色体異常によるスクリーニング」

「大気中の変異原性汚染物質の実態と研究」

「環境変異原検出に関する Rec-assayの開発とその応用」

「変異原性検出による化学物質の発癌性評価についての研究」

「環境中の変異原物質の作用機作に関する化学的研究」

「加熟食品中の強力な変異原イ ミダゾキノリンおよびイミダゾキ ノキ

サリンの発見」

大西 克成 「環境中のニトロピレン類の検出及び代謝に関する研究」

第7回昭和60年度

若林 敬二 「食品中の新しい変異原前駆物質の研究」

第8回昭和61年度

林真

森本兼嚢

第9回昭和62年度

「invivo小核試験法の基礎と応用に関する研究」

「ヒト末梢リンバ球における姉妹染色分体交換（SCE)誘発に関する

研究」

梁 治子 「ショウジョウバ工による環境変異原検出系に関する研究」

藤川 和男 「ショウジョウバ工による環境変異原検出系に関する研究」

--ll2-

――—編集後記

本号は、昭和62年10月27日～29日、京都で開催 された 日本環境変異原学会第16回大会の特

集号として編集いたしました。本大会て発表された研究の中から、学会奨励賞受賞講演、特

別講演、 シンボシウム、さ らに分科会、関連集会からの報告なとを収録し 、た しました。

学会奨励賞受賞講演は、大阪大学医学部の梁治子、武田薬品（株）の藤川和男両先生の「シ

ョウジョウバニによる環境変異原検出系に関する研究」で、それぞれのご研究をまとめてご

寄稿いただきました。

特別講演は、変異原研究に重要な関わりがある 「活性酸素の生成と消長」について、京都

大学食糧科学研究所の浅田浩二先生にお話いただきましたが、その内容をここにまとめてい

ただきました。

シンボジウムは、京都大学医学部の武部啓先生のご尽力で「突然変異の機構一環境変異原

の見地から」のタイトルの下、強力なメンバーによ って行われ、各先生方のご研究を収録い

たしました。

各関連集会について、その活動状況をここに報告していただきました。特に「抗変異原研

究会」は、前会長、故賀田恒夫博士のメモリアルとして開催し、 一同、在りし日の先生を偲

びました。ここに賀田先生のこ冥福をお祈り致 します。

ご執筆し、ただし、た諸先生には、ご多用の所、本号のために貴重な時間をさし、てご寄稿をし、

ただいたことを厚くお礼申し上げます。
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